
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊担い手サポート通信は、担い手に出向くＴＡＣの皆さまへの情報誌です。  

 

 

第 1回 担い手対応レベルアップ（３ＳＴＡＣ）講習会 開催 
 

昨年度に引き続き、ＪＡ福井県五連組

合員トータルサポートセンターは、高度

な経営指導ができる担い手担当者の育成

と担い手との強い信頼関係を築く対応能

力の向上を目的に、「担い手対応レベルア

ップ（３ＳＴＡＣ）講習会」を全 6回の

カリキュラムで開催しています。 

 

第1回目５月２３日(水)の開校式では、

県内８ＪＡのＴＡＣ・金融リーダーなど

１１名が参加し、中央会の田黒参事から「担い手に対し、具体的な数字を出して説得力ある経営

提案をするのが大切。講習会を有意義なものにし、経営に関する知識と人間的な魅力をアップさ

せてほしい」と挨拶しました。講習会では、昨年度の受講生が作成した「経営分析提案書」の紹

介、経営提案に必要な「貸借対照表」や「損益計算書」の役割やその活用方法、ＣＶＰ分析を用

いた演習問題の講義が実施しました。 

 

 第 2 回目は、アグリビジネスソリューションズ㈱ 税理士 西山由美子氏を講師に向かえ、農

業経営分析と分析提案書の作成についての講習を実施します。 
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経済連 園芸特産課より 契約きゃべつについて 
契約によるきゃべつの買取販売をはじめて、今年で４年目です。 

６月１３日、今年度第１回目となる担当者会議が行われ、２０名あまりが出席。 

出荷契約申込みを前に、要領の変更などの契約についての要点を確認しました。 

 

・精算単価について 

３０年度は１キロ当たり５１円での精算に統一となります。 

・契約期間について 

３０年度は１０月から２月までが契約期間です。 

 

・契約に関するスケジュールは以下の通りです。 

出荷契約申込み（生産者→JA）：７月１３日までに提出。 

販売申込み  （JA→経済連）：７月３１日までに提出。 

なお、経済連が実施する「水田転換園芸作物推進支援事業」は今年度が第２期となります。 

生産資材について一部助成を行うことで、新規・規模拡大を後押ししていきます。 

 

 

 

この研修は「農業者の所得向上・農業生産の拡大」に向け、ＪＡグループ全役職員が、 

多様なニーズに対応できるよう、幅広い知識の習得する事を目的に開催しています。 

6 月 15 日(金)、第 1 回担い手サポート研修会を開催しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の研修でも特に、講義２：「水田園芸拡大に向けた取組み等について（農機ﾘｰｽ、ﾄﾞﾛｰﾝ防

除、ふくい農業応援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、低価格ﾓﾃﾞﾙ農機(大型ﾄﾗｸﾀ)等」につきましては、申込期限が迫っ

ている事業がありますので、次ページに再度掲載いたします。是非、農業者の方へ今一度御周

知ください。 

＊福井県ＪＡバンクより、地域農業応援資金 農業近代化資金を合わせてご案内いたします。 

担い手サポート研修会を開催しました！ 

講義１：「農業情勢について｣ 

講師：組合員ﾄｰﾀﾙｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 農業担当部長 田嶋 公夫 

講義２：「水田園芸拡大に向けた取組み等について 

    （農機ﾘｰｽ、ﾄﾞﾛｰﾝ防除、ふくい農業応援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、低価格ﾓﾃﾞﾙ 

農機(大型ﾄﾗｸﾀ)等」 

講師：県経済連 園芸特産課 課長 大友 研二 氏 

      〃   肥料農薬課 課長 大西 則寛 氏 

    組合員ﾄｰﾀﾙｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 農業支援課 課長 斎藤 啓一 

講義３：「TAC活動を見える化するために ～TAC ｼｽﾃﾑの活用～ 」 

講師：全農 耕種総合対策部 ＴＡＣ推進課 江藤 友紀 氏 
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本事業は、新技術導入によるドローンでの散布作業による作業の効率化及びコスト低減に取組む農業 

者に対し、操縦資格取得またはマルチローター導入に係る費用の一部を助成することにより、その取組 

みを後押しし、もって農業所得の増大又、農地の集積につなげることを目的としています。 

 

 

農業者、集落営農組織、農業法人等とします。 
 

第 1期：平成 29年 6月 1日～8月 31日 

         第 2期：平成 30年 6月 1日～8月 31日 

 

         以下の要件を全て満たしている事 

       ○米の需給バランス改善に向けた取組みを行っていること。 

         ○現在の作付面積(転作作物含む)から 3割増にて 3カ年以内に作付面積を 10ha以上 

          (全面作業受託面積含む)に拡大する計画があること。 

         ○積極的に作業受託や新技術に向けた取組みを行い、情報開示やデータ等の取得に 

          協力すること。 

         ○農林水産航空協会認定施設で講習を受け、資格認定を取得する者。 

         ○操縦資格取得のみは対象外とし、必ず本体導入の計画があること。 

 

操縦資格取得及び本体導入に係る合計費用(税込)の30%相当額(上限 70万円) 

※第 1期で資格取得の助成を受けた事業者は第 2期での本体導入が必須となりますが、 

          この場合の助成金は 70万円から第 1期の助成金を差し引いた残額が上限となります。 

 

      1,000万円（第 1期、第 2期ともに 500万円） 

 

         第 1期：平成 29年 9月末に農協を通じ助成決定を連絡します。 

         第 2期：平成 30年 9月末に農協を通じ助成決定を連絡します。 

 

         第 1期：平成 30年 3月末の支払となります。 

         第 2期：平成 31年 3月末の支払となります。 

        

         毎年3月末(第 1期：平成 30年 3月末から 3年間、第2期：平成 31年 3月末から 3年間) 

を基準として 4月末までに「マルチローター普及支援事業対象物件利用状況及び評価結果 

報告書」を提出すること。 

 

       本募集にあたりましては、助成金の総額に上限を設定させていただいております。そのため 

      上限を超える多数の応募があった場合、助成要件を満たしていても助成が受けられないケース 

もある事につき、十分ご理解頂いたうえで、申請頂きますようお願いいたします。 

本事業は、行政が実施する補助事業ではありませんのでご留意ください（「圧縮記帳」は 

できません）。税務上の取扱いにつきましては、個別に税理士等にご確認ください。 

 

詳しくは、お近くのＪＡ窓口までお問合せください。 

対 象 者 

募集期間 

マルチローター普及支援事業 

助成内容 

助成要件 

助成総額 

助成決定 

助成支払

う 
報  告 

8 月末締切 



 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

経済連 肥料農薬課より  
 

基本は 3回防除！ 

 

1回目 出穂 7日目 

2回目 1回目の散布から 10日後 

3回目 刈取りの 7日前まで 

 

 

 

事業承継ブック（事業承継ブック親子版）に続き、 

「事業承継ブック（事業承継ブック集落営農版）」を、 

ＪＡへお届け致しました。 

 

 集落営農組織の≪人・農地・共同利用・経営状況≫を 

把握し、今後の計画作成に役立つ冊子です。 

 是非ご活用ください。ご不明な点がございましたら、 

組合員トータルサポートセンター 農業支援課 ℡0776-27-8215まで、 

お問合せください 
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安心で豊かな老後の為に、農業者年金の推進をしてみませんか？ 

ご不明な点などございましたら、各ＪＡの農業者年金担当部署若しくは 

ＪＡ福井県五連組合員トータルサポートセンター(0776-27-8215)まで！組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



損 
 

今年の 4月に新たにできた共済で、病気やケガで重度の身体障害が残り、働けなくなった場合の収入の 

減少や支出の増加に対し、幅広く保障する共済です。 

農業者は身体に軽度な障害が残った場合でも農業経営に影響が生じるため、共済による経済的な備えの必要性

はさらに高くなるという背景があることから、新設に至りました。 

一般の方や農家の方も含め、幅広い年齢の方が対象で、ニーズに合わせたプランが選べる共済となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活障害共済 



 


